
 
  Investigation on Seismic Capacity and  
  Retrofitting of Existing R/C School Buildings 
 (Part 2:Retrofit Schemes) 

TAKAHASHI Masato, SAWADA Koji, FUJII Kenji 
NAKANO Yoshiaki, SANADA Yasushi, OKADA Tsuneo 

 

既存鉄筋コンクリート造学校建築物の耐震診断・耐震補強事例の分析 
（その２ 平面の構造計画による Is値分布の違いと耐震補強方法） 
 

正会員 ○澤田 幸司*1 同 高橋 雅人*2 同 藤井 賢志*3 
同  中埜 良昭*4 同 真田 靖士*5 同 岡田 恒男*6 

 
学校校舎 構造計画 耐震補強方法 
 
1.はじめにはじめにはじめにはじめに  

 (その１ ) に引き続き鉄筋コンクリート造学校建築物
の耐震補強事例の分析を行う。ここでは、建築物の平面

計画による Is 値分布の違いと、補強計画建物の耐震性
能と耐震補強方法の傾向について分析した結果を述べる。  
2.2.2.2.建築物の平面上の構造計画による違い建築物の平面上の構造計画による違い建築物の平面上の構造計画による違い建築物の平面上の構造計画による違い    

 学校校舎建築は、比較的単純な平面計画となっている

ことが多く、平面計画別に分類することが可能である。

ここでは、文献３ )における分類に従って平面計画によ
る違いを考察した。表 1 に平面計画の分類を示す。図 1
に年代別平面計画別 4 層建物の１層弱方向の Is 値分布
を示す。昭和 47 年から 55 年の平均 Is 値は A 型で 0.457、
B 型で 0.521、C 型で 0.572 と 3 タイプでＡ型が最小、
Ｃ型が最大となっている。  

 以下では、データ数の比較的多いＳ4７年から 55 年の
データについて詳細な検討を行う。図 2 に Z=1.0 の 3 地
域(地域Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ)における 4 層建物の Is 値分布を示す。
図 2 において地域Ⅰは 0.409、地域Ⅱは 0.516、地域Ⅲ
は 0.591 となっていて、地域Ⅲの Is 値が高く、地域Ⅰ
の Is 値が低くなっている。  
図 3 に地域Ⅰ、地域Ⅱ、地域Ⅲの平面計画採用比率を

示す。地域ⅠではＡ型の採用比率が高く、地域ⅡではＡ、

Ｂ型ともに 40％程度、地域ⅢではＢ型の比率が高いこ
とがわかる。以上のことは図 1、2 で示した傾向に対応
している。  

表表表表 1    平面上の構造計画の分類平面上の構造計画の分類平面上の構造計画の分類平面上の構造計画の分類 3) 
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1972－80年4層建物弱方向

Is値
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 Ａ型　データ数41
µy:-0.820 σy:0.286

 Ｂ型　データ数53
µy:-0.687 σy:0.266

 Ｃ型　データ数7
µy:-0.579 σy:0.204
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1971年以前4層建物弱方向  Ａ型　 データ数27
µ

y
:-0.923 σ

y
:0.261

 Ｂ型　 データ数35
µ

y
:-0.955 σ

y
:0.273

Ｃ型　 データ数1
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全年代4層建物弱方向  Ａ型　データ数68
µy:-0.861 σy:0.281

 Ｂ型　データ数89
µy:-0.797 σy:0.299

 Ｃ型　データ数10
µy:-0.635 σy:0.267

相
対
頻
度

相
対
頻
度

 
図図図図 1    年代別平面上の構造計画別年代別平面上の構造計画別年代別平面上の構造計画別年代別平面上の構造計画別 4 層建物層建物層建物層建物 Is 値値値値  
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 地域Ⅰ　 データ数: 23  
µ

y
:-0.685,σ

y
:0.213

 地域Ⅱ　 データ数: 20  
µ

y
:-0.947,σ

y
:0.328

 地域Ⅲ　 データ数: 19  
µ

y
:-0.578,σ

y
:0.314
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図図図図 2    地域地域地域地域別別別別 4 層建物層建物層建物層建物 Is 値弱方向値弱方向値弱方向値弱方向  
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3.補強計画建物の耐震性能の変化補強計画建物の耐震性能の変化補強計画建物の耐震性能の変化補強計画建物の耐震性能の変化  
図 4 に補強前後の Is 値の相関を示す。図 4 より補強

前後での Is 値の変化は梁間方向よりも桁行方向で顕著
でありプロットが全体的に右にシフトしている事がわか

る。これは補強が主として桁行方向に行われたことと対

応している。しかし＊印の建物のように梁間方向に壁が

偏在しているために形状指標が 0.64 という低い値を示
し、Is 値が低くなり梁間方向を補強したケースもある。  
4.補強方法の傾向補強方法の傾向補強方法の傾向補強方法の傾向  
図 5 に補強方法の採用比率（各補強方法の採用建物数

／全補強計画建物数）の変化分布を示す。図 5 より
1996 年度及び 1997 年度には 80％程度で推移していた耐
震壁増設が 1999 年度では 60.9％、2000 年度には 52％
にまで減り、一方ブレース増設は 1996 年度では 34.1％
であったものがその後連続的に増加し、1999 年度及び
2000 年度で 75％を占めている。理由としては、年代が
新しくなるに従って工場生産が可能で採光・通気確保が

しやすい鉄骨系枠付きブレースによる補強が普及してき

た事が挙げられる。  
5.まとめまとめまとめまとめ  

  1996 年度から 2000 年度において（社）文教施設協
会に設置された耐震判定委員会に提出された耐震診断デ

ータを分析した結果、以下の知見が得られた。  
①今回の分析では、Is 値分布は Z=0.9 の地域は Z=1.0 の
地域と比較して年代別･層数別に見ても小さくなるとい

う結果にはならなかった . 
②Is 値分布は平面上の構造計画の採用比率により受ける
影響が大きい。  
③耐震補強計画においては、壁増設補強が主流だったの

が近年ブレース増設の増加が著しい。  
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図図図図 3    地域別による平面上の構造計画の採用比率地域別による平面上の構造計画の採用比率地域別による平面上の構造計画の採用比率地域別による平面上の構造計画の採用比率  
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図図図図 4    補強前後補強前後補強前後補強前後における桁行･梁間方向のにおける桁行･梁間方向のにおける桁行･梁間方向のにおける桁行･梁間方向の Is 値の相関値の相関値の相関値の相関  
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図図図図 5    補強方法の採用比率の変化分布補強方法の採用比率の変化分布補強方法の採用比率の変化分布補強方法の採用比率の変化分布  
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